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梗概 

COVID-19 の世界的蔓延のため各地で都市封鎖や学校の閉鎖が進み、教育の遅滞が中⾧期的に

経済損失に結びつくことが懸念されている。この問題に対して、従来は貧困に結び付けて予測が

議論されてきた。本論考では OECD の学習到達度調査 PISA の成績分布をもとに、学力低下と

経済損失を相関させるモデルを構築、検討することで、履修の時間や形態に制約が掛かるパンデ

ミック期間中や克服の直後に、どのような科目に注力して教育の実施あるいは再建を検討すべ

きか、国ごと、あるいは社会ごとの実態に即して検討する最初のフレームワークを素描する。 
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1 パンデミック、教育喪失と経済損失 

2019 年末、中国から始まった COVID-19 の世界的蔓延のため、2020 年以降、世界各地で

都市封鎖が進んでいる。またこれに伴い、各国、各地域で学校の閉鎖が進み、教育喪失 

Education loss が深刻な問題として認識されつつある。 

OECD は対抗策として遠隔教育の重要性を指摘[1]し、各国で急ピッチの準備が進められ

ているが、日本は発展途上国を含めた調査で遠隔学習の準備が世界最低にランキングされ

ている[2]。 

WHO などは COVID-19 の抗体療法確立に要する期間を最低 18 か月程度としているが、

この見通しは充分楽観的なものであるとの指摘もなされている。一般にワクチンの確立に

は５年～10 年の年月を要する。さらにコロナ・ウイルスに関しては、ワクチンの確立が極

めて困難であることが知られている。実際、世界的に流行した SARS, MERS については、

2020 年時点でワクチンは確立されていない。 

このような状況のもと、集団的免疫の確立に事態の打開を託すると考えるなら、少なく見

積もっても 2ʷ3 年、一般的には 5 年程度の時間を要することが避けられない。 

数年単位に及ぶ社会的閉鎖状況が持続する可能性が想定され、経済の破綻も、単なる不況

を超えた恐慌の発生が懸念されている。中⾧期的に続くパンデミックと社会の閉塞、経済破

綻などは教育にも重篤な影響を及ぼすと考えられる。また教育の停滞や断絶は、中⾧期的に

社会経済に負の影響を及ぼし続けることが予想される[3] 

従来から、教育の遅滞が中⾧期的に経済成⾧の阻害、ないし経済損失に結びつくことは指

摘されてきたが、多くの先行研究は学力を陽に扱わず、いったん貧困に結び付けたうえで予

測が議論されている[4]。 

Georgia Institute of Technology の Eric DiCorrado, Kayla Kelly と Malcolm Wright は、

OECD（経済協力開発機構）が 2000 年から 3 年ごとに実施している PISA（生徒の学習到

達度調査）の「数学的リテラシー」成績に注目し、国ごとの成績と GDP の相関を線形回帰

分析を用いて検討、興味深い試算を行っている[5]。DiCorrado らの解析は 2012 年の PISA

の結果から「数学的リテラシー」のスコアだけを取り出し、すべての参加国の成績を線形回

帰して係数を求めている。このような解析では、先進国と途上国、OECD 加盟国と非 OECD、

あるいは農業国と工業国、資産経済中心の国家などのデータを合算するため、算出される回

帰直線の傾きの意味は限定的である。また数理能力の成績だけではなく、PISA の 3 評価項

目「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」「読解力」各々について解析することで、よ

り多くの知見が得られるだろう。そこで 2018 年 PISA のデータを用いて解析を行った。本

稿ではその速報として手法ならびに結果の一部を紹介する。 
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2 “G7 – 2”の PISA Score に見る学力GDP 相関 

 私たちは 2018 年に実施された PISA の成績をもとに解析を開始した[6]。Fig.1 として G7 構

成国である米国、日本、ドイツ、イギリス、フランス、イタリアとカナダの「数学的リテラシ

ー」と各国の一人当たり GDP のプロットを示す。 

 

 
Fig. 1 G7 加盟国の PISA 数理的能力スコアと一人当たり GDP 円内が G7-2 

 

 プロットを検討し、欧州圏４か国とカナダの分布を線形回帰して、PISA のスコアと GDP

の相関を評価することとした。 

Fig.2 は G7-2 の PISA「読解力」のスコアと各国の一人当たり GDP をプロットし、線形

回帰した結果である。回帰係数は０．００２４、また縦軸の切片は約 387 点であった。 

 

 

Fig. 2 G7ʷ2 各国の PISA 読解力スコアと一人当たり GDP 

 

Countries GDPPerCapita 2018Reading2018
Italia 39,676 476

United Kingdom45,741 504

France 45,893 493
Canada 49,690 520
Germany 52,386 498

y = 0.0024x + 387.5
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回帰係数は一人当たり GDP の「金額」と「学力」の比として両者の相関を示すものであ

る。ここから「単位投資あたりの学力伸⾧率」を検討することが出来るだろう。 

また、グラフの縦横を逆転して考えるなら「単位学力上昇あたりの経済成⾧比」を見積も

ることもできるだろう。 

このグラフの縦軸切片は、横軸すなわち一人当たり GDP がゼロになった時点での当該能

力のオフセットと考えられる。 

学力のゼロ GDP 極限は、社会がそれまでに蓄積した知のストックというべき量を示唆し

ており、もし G7-2 各国でこの成績を下回る事態が発生するなら、社会的な知的公共財に異

状が見られた可能性も懸念されるだろう。 

この縦軸切片は、宇澤弘文の主張する「社会的共通資本」[7]に対応する無償価値、文化

的蓄積と捉えることが可能である。そのような意味でこの切片を「限界教育蓄積 marginal 

educational accumulation」と解釈して、以後の考察を進めたい。 

相関は因果性を意味しない。ここから、相関解析の結果を投資対効果の効率の参考値とし

ても、また学力伸⾧の経済成⾧見通しの参考値としても検討したいと考える。 

Fig.3 として「数学的リテラシー」の PISA スコアに対して同様の解析を行った結果を示

す。「数学的リテラシー」の回帰係数は 0.0014 程度で、読解能力よりも有意になだらかで

ある。これは、単位投資財あたりの成績の上昇は「読解力」の方が大きい事、成績上昇の単

位点あたりの経済成⾧は、数学的リテラシーのほうが大きいことを示唆している。 

また「数学的リテラシー」の「限界教育蓄積」は 433 点ほどで、読解能力より高い値を示

している。 

 

 
Fig. 3 G7ʷ2 各国の PISA 数理能力スコアと一人当たり GDP 

 

Countries GDPPerCapita 2018 Math2018
Italia 39,676 487

United Kingdom 45,741 502

France 45,893 495
Canada 49,690 512
Germany 52,386 500

y = 0.0014x + 433.77
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 同様の解析を G7-2 の PISA「科学的リテラシー」のスコアに適用した結果を Fig.4 に示

す。回帰係数は 0.0032 程度で「数学的リテラシー」の 0.0014、「読解力」0.0024 よりも有

意に急峻な勾配となっている。 

これは単位投資財あたりの成績上昇率は「科学的リテラシー」が「数学的リテラシー」「読

解力」より大きい事を示唆している。逆にいえば成績上昇の一単位あたりの経済成⾧は G7-

2 のこのデータに関する限り、「読解力」が最も大きく、「数学的リテラシー」「科学的リ

テラシー」がこれに次ぐ、と解釈することが出来る。 

また「科学的リテラシー」の「限界教育蓄積」は 347 点ほどで、三つの評価項目のなかで

最も低い値を示している。 

 

 
Fig. 4 G7ʷ2 各国の PISA 自然科学能力スコアと一人当たり 

 

これらの結果を一つにまとめたものを Fig.5 に示した。 

 

 

Fig. 5 G7ʷ2 各国の PISA 各スコア回帰直線のゼロ GDP 外挿 

Countries GDPPerCapita 2018 Science2018
Italia 39,676 468

United Kingdom 45,741 505

France 45,893 493
Canada 49,690 518
Germany 52,386 503
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 解析全体を簡単に解釈してみよう。OECD は「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」

「読解力」について次のように定義している。 

 

＊ 数学的リテラシー：・様々な文脈の中で数学的に定式化し，数学を活用し，解釈する

個人の能力。 

＊ 科学的リテラシー：思慮深い市民として，科学的な考えを持ち，科学に関連する諸問

題に関与する能力 

＊ 読解力：・自らの目標を達成し，自らの知識と可能性を発達させ，社会に参加するた

めに，テキストを理解し，利用し，評価し，熟考し，これに取り組むこと。 

 

G7-2 のように高度に工業化が進んだ社会に関しては、仮にもっとも産業が衰退した場合、

その立て直しに最初に有効なのは「殖産興業」に直結する「科学的リテラシー」を教育の中

心に据えることと解釈することが出来る。ここで重視されるのは、比較的単純な 1 対 1 に

対応する関数関係と考える事が出来るかもしれない。 

 だが、その経済成⾧高率には限界がある。社会が一定程度、豊かになった状態では、文意

の読解力、複数の意味の読み分けといったより高度な力、労働経済学の J.ヘックマンが「非

認知能力」[8]として挙げるような定量化しにくい能力が、より高度な成⾧を可能にすると

解釈することが可能である。 

 これらの効率に勝って、高度な成⾧を可能とするのが「数学的リテラシー」すなわち社会

全体が物事を抽象化して思考し、理解、判断、行動できる知的な能力、2020 年代に即応し

て端的に記すなら、電子計算機等を駆使するべく、問題を抽象化し、プログラム構成を検討、

計算を実行し結果を吟味のうえ、判断、次の行動に結びつけてゆくような力の醸成が有効と

考えられる。 

 

 

3 PISA から STREAM へ：次世代人材育成への戦略的倫理 

 社会の限界教育蓄積という観点から検討するなら、蓄積の乏しい時点で教育投資の経済

効率が高いのは「数学的リテラシー」と考えられる。「読解力」はそれよりも投資効率は低

く、「科学的リテラシー」の養成はもっとも多くの投資が求められるが、必ずしもその涵養

は容易ではないことが示される。 

 20 世紀末、ネットワーク化の時期以降、新たな世代の人材育成において STEM＝Science、

Technology, Engineering and Mathematics の 重要 性が 、と りわ け米 国国 立科 学財 団 
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National Science Foundation, NSF を中心に指摘されるようになった[9]のは、G7-2 の限

界教育蓄積結果を考える上で興味深い。そこでは“STE-”すなわち「科学的リテラシー」によ

るキックオフと「-M」すなわち「数学的リテラシー」による成⾧の高度化が同時に主張さ

れていることが、このような分析と並行して考えることで解釈される。 

 しかし、両者を結ぶ中間に、より複雑で多義的、あるいは戦略的でもありうる、必ずしも

定量化されにくい「非認知能力」のような側面が重視されるようになり、2010 年代、とり

わけ階層学習モデルを多用する（第三次）AI ブームの到来以降、そのような戦略フレーム

を案出できる人材として STEAM ＝ Science, Technology, Engineering と Art 「藝術」 

そして Mathematics の併用を重視する “STEAM 教育”の重視が指摘されるようになった

[10]。 

並行して進む AI や自動運転技術など、高度自律システムの発展は、技術的に可能なイノ

ヴェーションが必ずしも公共の福祉に直結せず、場合によりそれに反する可能性も生み出

すことを、コンピュータ・ヴィジョンによる社会監視とプライヴァシ―の抵触など様々な事

例から浮き彫りとすることになり、AI をめぐる ELSI の議論が世界的に議論されるように

なる。 

2019 年、筆者らはミュンヘン工科大学のクリストフ・リュトゲらとともに STREAMM の

概念を提出した[11]。ここでは Science, Technology, とともに Reflection 熟慮 Ethics 倫

理 Arts, Mathematics とともに“Musica“ の概念が導入される。 

Musica は古典的な自由七学科 Artes Liberales において基礎的な言語能力に関係する

基礎三学科 Trivium すなわち 文法 Grammatica 修辞 Rhetorica 弁証法 Dialectica と、

理数に関わる応用四学科 Quadrivium すなわち 算術 Algebra 幾何 Geometrica 天文 

Astronomia と並んで記された最後の科目で、「音楽」と訳される場合が多いが、天文学以

外のあらゆる「変化する量の均衡に関係し」「かつ唯一倫理とかかわる」[12]とされ、その

名詞形 Museum は博物館と訳されるよう、ミューズの諸学すなわちアリストテレスらが

「第二哲学」と呼んだ自然哲学[13]全般を横断して思考する総合的な基礎教養を示すものと

して捉える考え方に他ならない。 

 COVID-11 パンデミックに際して、新たな人材育成を検討するうえでは個人の熟慮から

対話を通じた社会的な「熟議」、倫理的検討、そして神羅万象を深く捉え、それらに倫理的

な眼差しを透徹する Musica の観点は決定的に重要であり、これについては別論にて詳述す

る。 

 

再び PISA の解析に立ち戻り、極めて暫定的な仮説的結論をまとめるなら 



8 

 

１ COVIDʷ19 パンデミックのような災害に直面した際、G7 のような高度に発達した

先進国で教育水準の低下による社会全体の地盤沈下を防ぐうえでは、最低線「科学的リテラ

シー」を重視するべきと考えられる。 

２ 経済復興を念頭に置くとき、投資効率が高いのは「数学的リテラシー」である。 

３ 比較的単純な関数関係に基づく「科学的リテラシー」の効率が限界に達した際、「読

解力」の涵養は、同様の技術的背景を擁する集団のなかで基幹競争力を獲得する重要な鍵と

なる。 

これらがどの程度妥当であるかは、同じ G7-2 の 2018 年以前のデータのほか、さまざま

な国家グループにおいて限界教育蓄積や学力と経済力の相関を検討する必要があり、続報

を準備している。本稿は基本的な考え方の明示を主眼に公刊するものである。 
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